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（2）V Bogdanor, The New British Constitution（2009）, p. 276.
（3）Cf. M Qvortrup（eds.）, The British Constitution: Continuity and Change, A Festschrift 
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であるところの「憲法律（the law of the constitution）」と、議会の構
成員たちや大臣の行為を規律しはするが、裁判所によって強制されない




己の主権を他に｢移動｣させることはできる、とする。A V Dicey, Introduction to the Study 
of the Law of the Constitution （10th ed., 1959）, pp. 68-69（foot note）、A V ダイシ （ー伊
藤正己、田島裕共訳）『憲法序説』（学陽書房、1983年）64-65頁。
（5）イギリス憲法（constitutional law）は、｢いにしえの国王大権と、それを修正し、あるいは
拡張する議会制定法に基づいている｣（Lord Hailsham, The Dilemma of Democracy, 
Diagnosis & Prescription , 1978, p. 125）。もっとも、実質的意味の憲法（British 
constitution）の存在形式には、その他、習律（convention）、慣例（practice）、判例（コモ
ン･ロー）などがあるが、議会制定法の優位がここでの議会主権の含意である。
























（7）Ibid., pp. 23-24. 同20-21頁。
（8）Ibid., pp. 417-32. 同397-408頁。
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挙までにほぼ実現されることになる。
















































について、慎重に検討されるべき課題である（See generally, Oliver, op. cit., note（1）, 
















Dicey, op. cit., note（4）, pp. 195-200. ダイシー･前掲注（4）185-189頁。
















































［Scotland and Wales］Act 1997）を成立させ、9月にはそれが実施さ
れた（22）。レファレンダムは両地域において可決され、1998年スコットラ
ンド法（Scotland Act 1998）および1998年ウェールズ統治法（�overn-













































































族院が2009年以降、UK最高裁判所（Supreme Court of the United Kingdom）に置き
換えられたことは後述する。
（28）Turpin & Tomkins, op. cit., note（17）, p., 246. イギリスでは、1973年に公表されたロ




































Ibid. p. 216. 松井･前掲注（9）330頁（松井執筆）参照。
（29）松井･前掲注（9）334頁（松井執筆）、松井幸夫「地方分権とイギリス憲法改革（2）」島




























（30）Ibid. pp. 250-253、（財）自治体国際化協会 ロンドン事務所｢ウェー ルズへの地方分権｣






























（32）同法第4部ウェー ルズ法（Part 4 Acts of the Assembly）、特に103〜106条参照。住
民投票は、2011年3月3日に行われ、ウェー ルズ議会の立法権限の強化に賛成する投票結
果となった。この権限は、同年5月5日に発効している。


































98年法を改正するNorthern Ireland（St Andrews Agreement） Act 2006が成立し、
翌2007年3月から、権限委譲は復活した。





















































はじめての市長とされる。なお、Local �overnment Act 2000により、townとcityに公選市
長制の導入が可能となり、2009年時点で、12人の公選市長が誕生しているという。
（39）ロンドンでは、1986年、保守党政権（サッチャー ）により�reater London Council（�LC）
が廃止されて以来、�都ロンドンを代表する政府が存在しないという状態が続いていた。
�LCの有していた権限･職務は、中央政府か、下位の自治団体である区（borough）、シテ
ィなどに移管され、あるものは停止状態（suspended）にあった、とされる。Oliver, op. cit., 






























































民（nation）がその主権（sovereignty of the people）に基づいて創設し
（44）Oliver, op. cit., note （1）, p. 241.




































































































































（55）Bogdanor, op. cit., note（2）, pp. 113-114. 権限委譲はUKを単一国家から準連邦制
（quasi-federal state）に変質させた、議会主権もその実質の多くは失われいる、との主
張を展開している（pp. 89 ff.）。
（56）ウエストロジアン問題については、Oliver, op. cit., note （1）, pp. 288-294, Turpin & 
Tomkins, op. cit., note（17）, pp. 244, Bogdanor, op. cit., note（2）, pp. 98-101, 松井･
前掲注（23）｢地方分権とイギリス憲法改革（1）｣157頁以下参照。





























































（59）Turpin & Tomkins, ibid. p. 243.
